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組 織 整 備 の 内 容 

 

○知事政策局、観光・地域振興局： 

重要な政策課題への対応、総合的な地域振興施策推進のための体制整備 

現      行 再  編  後 

＜知事政策局＞             

局長             

―次長        

    

    (略) 

 

     課長  総合計画・政策評価担当、新幹線開業効果促進担当  事６ 

    企画・広域連携担当 事６ 

―教育・スポーツ政策監――（略） 

             

         ―課長――（略） 

―〔総合交通政策室〕(略)          

 

（新設） 

 

 

 

（観光・地域振興局から移管） 

 

＜観光・地域振興局＞ 

〔地方創生推進室〕           【２７名】 

室長――地域振興課長―（略） 

―課長（地方創生・人口減少対策担当）- 事６ 

―課長（世界で最も美しい富山湾・日本海政策担当）-（略） 

 

〔国際課〕(略) 

（知事政策局から移管） 

 

＜生活環境文化部＞ 

〔男女参画・県民協働課〕        【１０名】 

  課長――男女共同参画係 事５ 

     ―県民協働係   事４ 

 

＜商工労働部＞ 

〔労働雇用課〕             【１４名】 

  課長――労政係    事３ 

     ―教育福祉係  事３ 

     ―（略） 

＜総合政策局＞ 

局長  

―企画調整室長 

    ―（略） 

  

    ―課長－事７ 

     

    ―課長――地方創生担当  事３ 

        ―企画・広域連携担当 事６ 

―教育・スポーツ政策監――（略） 

             ―〔スポーツ振興課〕（略） 

 （観光・交通・地域振興局へ移管） 

―次長――（略） 

―〔少子化対策・県民活躍課〕   【１５名】 

    課長 ――少子化対策係  事４ 

         ―県民協働係   事３ 

         ―女性活躍・働き方改革推進班  事７ 

   ―〔国際課〕（略） 

 

＜観光・交通・地域振興局＞ 

（廃止） 

〔地域振興課〕  課長―（略）     【１２名】 

（総合政策局へ移管） 

 （観光振興室へ移管） 

 

 （総合政策局へ移管） 

 〔総合交通政策室〕（略） 

 

＜生活環境文化部＞ 

 （総合政策局へ移管） 

 

 

 

＜商工労働部＞ 

 〔労働雇用課〕             【１２名】 

  課長――労政係  事４ 

     ―（廃止） 

     ―（略） 

附属資料 
【別表第１】 

(総合計画・政策評価・企画・広域連携・新幹線開業効果促進担当) 

(総合計画・政策評価担当) 

(地方創生・企画・広域連携担当) 

(スポーツ振興担当) 
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○知事政策局：スポーツ振興体制の整備 

項  目 現      行 再  編  後 

スポーツ

振興体制

整備 

〔スポーツ振興担当〕      【２２名】 

課長―――スポーツ活性化担当  事３ 

    ―生涯スポーツ担当   教５ 

     ―競技スポーツ担当   教４ 

     ―富山マラソン推進班  事６教２ 

 

 課長（チャレンジ J担当） 

〔スポーツ振興課〕          【２４名】 

 課長―――スポーツ活性化係  事３ 

     ―生涯スポーツ係   教５ 

     ―競技スポーツ係   教４ 

     ―富山マラソン推進班 事６教２ 

     ―主幹－事１ 

 課長（チャレンジJ担当） 

  

 ※ 事務２名を増員 

 

 

○知事政策局：総合交通政策室の観光・交通・地域振興局への移管 

項  目 現      行 再  編  後 

総合交通

政策室の

移管 

＜知事政策局＞ 

〔総合交通政策室〕         【２４名】 

 室長 

      

  ―課長――地域交通担当    事６技１ 

  

  ―課長――新幹線関連政策担当   事２ 

      ―新幹線駅周辺活性化担当 事２ 

     

  ―課長――(略） 

 

＜観光・交通・地域振興局＞ 

〔総合交通政策室〕           【２３名】 

 室長 

  

 ―地域交通・新幹線政策課長 

      ―地域交通担当      事６技１ 

   ―新幹線関連政策担当     事２ 

―新幹線駅周辺活性化担当   事２ 

     

―航空政策課長――（略） 

 

※ 事務１名を減員 

 

 

(地域交通担当) 

(新幹線関連政策担当) 

(航空政策担当) 
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○観光・地域振興局：観光課の体制強化 

項  目 現      行 再  編  後 

観光課の

体制強化 

〔観光課〕            【２６名】 

 

 

 課長――観光地域づくり推進係   事４ 

    ―情報発信・誘客促進係  事３ 

    ―国際観光班  事５ 

    ―広域観光・魅力創出担当 事５ 

 

    ―コンベンション誘致班  事３ 

    ―賑わい創出班      事２技１ 

    ―フィルムコミッション担当 事２ 

 

〔地方創生推進室〕         【２７名】 

室長 

－（略） 

－課長（世界で最も美しい富山湾・日本海政策担当）―事４ 教１ 技１ 

 

〔観光振興室〕            【３３名】 

 室長 

  ―観光戦略課長 

―観光地域づくり推進担当 事４ 

      ―情報発信・誘客促進担当 事３ 

      ―国際観光班  事５ 

―広域観光・魅力創出担当 事５ 

  ―コンベンション・賑わい創出課長 

      ―コンベンション誘致担当 事２ 

      ―賑わい創出担当     事１技１ 

―フィルムコミッション担当 事２ 

  ―美しい富山湾活用・保全課長―――事５技１ 

（廃 止） 

 

 

 

 

○経営管理部：県有施設の総合管理の推進のための体制整備 

項  目 現      行 再  編  後 

管財課の

体制整備 

〔管財課〕            【３９名】 

 課長――（略） 

    ―財産活用推進係 事４ 

      

    

〔管財課〕               【４０名】 

 課長――（略） 

    ―県有施設総合管理推進班 事５ 

 

  ※ 事務１名を増員 
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○厚生部：子育て支援の体制見直し 

項  目 現      行 再  編  後 

児童青年家

庭課の体制

整備 

 

 

〔児童青年家庭課〕         【２０名】 

課 長    管理係 事４ 

        （略） 

        家庭係 事４ 

        子育て支援班 事８ 

 

 

〔子ども支援課〕          【１９名】 

課 長   子ども育成係 事４ 

        （略） 

      家庭福祉係 事４ 

        子育て支援班 事７ 

 

※ 事務１名を減員 

 

 

○厚生部：児童相談所の体制強化 

項  目 現      行 再  編  後 

児童相談所

の体制強化 

 

 

〔富山児童相談所〕         【２０名】 

所 長 

―保護課    事５現１ 

 ―相談判定課  児福９児心４ 

 

〔高岡児童相談〕          【１９名】 

 所 長 

  ―保護課    事４現２ 

  ―相談判定課  児福８児心４ 

 

 

〔富山児童相談所〕         【２２名】 

所 長 

―保護課    事５現１ 

 ―相談判定課  児福１１児心４ 

 

〔高岡児童相談〕          【２０名】 

 所 長 

  ―保護課    事４現２ 

  ―相談判定課  児福９児心４ 

 

※ 児童福祉司３名を増員 

 

 

○厚生部：組織の再編統合に伴う障害者相談センターの設置 

項  目 現      行 再  編  後 

身体障害者

更生相談所

及び知的障

害者相談セ

ンターの再

編統合に伴

う体制整備 

 

 

＜厚生部＞ 

〔身体障害者更生相談所〕       【８名】 

所 長    事５技２ 

 

〔知的障害者相談センター〕      【３名】 

 所 長    事２        

 

 

 

＜厚生部＞ 

〔障害者相談センター〕       【１０名】 

所 長   事７技２ 
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○農林水産部：国内外の農林水産物の販路拡大を戦略的・一体的に推進する体制の整備 

項  目 現      行 再  編  後 

国内外の農

林水産物の

販路拡大を

戦略的・一体

的に推進す

る体制の整

備 

 

〔農林水産企画課〕         【２２名】 

課 長     （略） 

         企画班 事２技５ 

 

 

 

 

〔農産食品課〕           【２６名】 

課 長     （略） 

         食のブランド推進班 事２技３ 

 

次長＜参事＞〔市場戦略推進担当〕 

〔農林水産企画課〕         【２８名】 

課 長     （略） 

         企画班 事２技４ 

         市場戦略推進班 事２技５ 

 

※ 技術１名を増員、事務２名技術４名を移管 

 

〔農産食品課〕           【２１名】 

課 長     （略） 

         （廃 止） 

 

 

○教育委員会：県立学校における事務の共同処理体制の整備 

項  目 現      行 再  編  後 

県立学校に

おける事務

の共同処理

体制の整備 

〔総合教育センター総務課〕      【４名】 

課 長     事３ 

 

 

 

〔総合教育センター総務支援課〕   【１０名】 

課 長     総務担当 事３ 

         共同処理担当 事６ 

 

※ 県立学校から事務６名を移管し増員 

 

 
 
 

 

※       部分は変更箇所  

  事：事務職員、 技：技術職員、 教：教員、 児福：児童福祉司、 児心：児童心理司、 現：技能・現業 
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【別表第２】 

事務事業の見直し等における主なもの 
 

行革事項名 見 直 し 内 容 
節 減 額     
(概算：千円) 

室課名 

事務事業の

廃止・縮小等 

・電子計算機器のレンタル・リース料、オペレーション運

用管理委託の見直し 

汎用機の廃止に伴い、レンタル・リース料及びオペレー

ターの人員を見直し、経費を節減する。 

33,556 
情報政

策課 

・ＲＥＳＡＳ（国が提供する地域経済分析システム）等 

ＰＲ事業の見直し 

ＲＥＳＡＳの利用促進に向け、県民・企業等を対象に操

作説明会を開催し、幅広くＰＲしてきたが、国においてオ

ンライン講座が開講されたため、事業を廃止する。 

15,000 
地方創

生室 

・図書館システムの運営経費の見直し 

 図書館システムの更新に併せて、リース機器の仕様を見

直し、経費を節減する。 

1,335 図書館 

・上海市職員派遣の見直し 

 職員を毎年上海市に派遣してきたが、隔年派遣にした場

合の交流促進効果等を検討するため、平成２９年度末の派

遣を休止する。  

1,945 国際課 

・旅券発給行関係業務の見直し 

 （公財）とやま国際センターへ旅券発給業務を委託して

きたが、担当正規職員の退職に伴い、嘱託職員を採用する

ことで、委託料を節減する。 

1,039 国際課 

・羽田エアポートアドビジョン富山県ＰＲ事業の見直し 

 羽田空港の広告媒体を活用し、県ＰＲ映像の放映を行っ

てきたが、所期の事業目的を達成したため、事業を廃止す

る。 

4,000 広報課 

・県税の徴収・滞納整理に係る経費の見直し 

個人事業税口座振替の領収証書送付の廃止等、県税の徴

収、滞納整理に係る各種通知類の郵送費用の見直しを行

う。 

1,709 税務課 
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行革事項名 見 直 し 内 容 
節 減 額     

(概算：千円) 
室課名 

事務事業の

廃止・縮小等 

・ふるさとギャラリー展示事業の見直し 

富山県美術館の開館に伴い、県立近代美術館の館外展示

事業として実施していた太閤山ランドふるさとギャラリ

ーを廃止する。 

740 
文化振

興課 

・男性の働き方改革プロジェクト事業の見直し 

男性の働き方改革推進相談会の開催やセミナー等を実

施してきたが、男性の家事・育児参画の促進に資する効率

的なセミナーを中心とした事業内容に見直しを行う。 

1,400 

男女参

画・県

民協働

課 

・生活支援・介護予防サービス基盤整備モデル事業の見直し 

平成２９年４月から県内すべての市町村において、新し

い介護予防・日常生活支援総合事業が実施されることか

ら、これまで、市町村支援として行ってきた基盤整備のた

めのモデル事業を廃止する。 

1,190 
高齢福

祉課 

・仕事と子育てパワーアップ推進事業の見直し 

県内企業の一般事業主行動計画の策定に対する支援を

行ってきたが、当該計画を策定した企業が増加し、事業主

の理解が進んでいることから、仕事と子育て両立支援推進

員（社会保険労務士）の企業訪問の回数を見直す。 

1,668 
労働雇

用課 

民間活力等

の活用 

・情報セキュリティ監査の見直し 

県が直接実施している情報システムセキュリティ監査

について、情報システムや情報ネットワークに関する専門

的な知識と経験を持つセキュリティ監査人に委嘱し、情報

セキュリティ監査の充実を図る。 

- 
情報政

策課 

・道路維持補修業務の見直し 

県で直接実施していた道路維持補修業務を、段階的に民

間に委託する。 

- 道路課 
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行革事項名 見 直 し 内 容 
節 減 額     

(概算：千円) 
室課名 

県民サービ

スの向上 

・オープンデータの推進 

県が保有する膨大な公共データをオープンデータ化し、

様々な形での利活用を推進することにより、地域課題の解

決・地域経済の活性化・官民協働の促進・行政の効率化等

に資する。 

- 
情報政

策課 

・県広報とやまのスマートフォンでの配信 

新聞折込により配布している県広報紙を、新聞を購読し

ていない方にも届くようにするため、スマートフォンで閲

覧できるサービスを平成２８年８月から導入した。 

- 広報課 

・訪問看護ステーションのホームページによる情報発信 

訪問看護ステーションの所在地や業務の特徴、対応可能

な処置・ケア等の情報を登録することにより、ホームペー

ジ上で地域別（市町村別）の検索・閲覧が可能となる。 

- 
高齢福

祉課 

・富山くらし・しごと支援センターの体制強化 

本県の若年層を中心とした更なる移住増を図るため、平

成２９年1月から有楽町オフィスを増員したほか、平成２

９年度は、白山オフィスに新たに大学連携コーディネータ

ーを配置し、本県産業の発展を担う人材の確保を図る。 

- 
労働雇

用課 

・運転免許センター１階フロアの総合案内板設置 

運転免許センター１階フロアに来庁者の利便性向上の

ため、総合案内板（庁舎案内図、周辺地図、行政情報モニ

ター等）を設置する。 

- 
警察本

部 

  



（単位：億円）　

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 単年度ベース

当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 効果額

H16→H17 H17→H18 H18→H19 H19→H20 H20→H21 H21→H22 H22→H23 H23→H24 H24→H25 H25→H26 H26→H27 H27→H28 H28→H29 (H29－H16)

定員削減 △ 9.5 △ 6.0 △16.0 △19.0 △10.0 △13.0 △ 5.0 △ 5.6 △ 2.3 △ 1.7 △ 2.2 △ 1.6 △1.1 △93.0

特殊勤務手当等
の見直し

― △ 1.4 ― ― ― △ 0.2 △ 0.1 ― ― ― △ 0.3 △ 0.3 △0.4 △ 2.7

小　　計 △36.5 △34.4 △43.0 △45.0 △36.0 △39.2 △21.4 △21.6 △59.8 △12.7 △ 9.0 △ 2.9 △1.5 △96.0

小　　計 △31.6 △49.9 △27.5 △14.6 △16.4 △12.1 △12.5 △11.6 △ 8.5 △ 8.2 △7.1 △7.8 △6.8 △214.6

合　　計 △68.1 △84.3 △70.5 △59.6 △52.4 △51.3 △33.9 △33.2 △68.3 △20.9 △16.1 △10.7 △8.3 △310.6

（注） Ｈ２５の「給与の臨時的減額」には、国の要請等に基づいて削減した43億円を含む

△26.0

項　　目

△27.0 △27.0 △27.0 △26.0 ―

― ― ― ― ― ― △ 0.3 ― ―

△26.0 △16.0 △16.0 △57.5 △11.0 △ 1.0

― ― △ 0.3

― △11.2 △ 0.1 △ 1.1 △ 2.5 △ 1.0 △ 0.1 △19.0

― △ 2.1 △ 4.4 △ 0.6 △0.01 △10.3

― △ 4.2 △ 3.9 △ 0.1 △ 0.1 △0.01 △ 0.4 △ 0.1 ―

△ 0.9 △ 0.5 △ 1.4 ― ― △0.4

△176.3

行 政 改 革 の 効 果 額

―

―

△0.2

―

― ― △9.0

△31.6 △32.4 △19.1 △12.8 △13.8 △10.2 △11.5

△0.2

△6.4

給与の臨時的
減額(単年度効果)

行政委員会の
委員報酬見直し

指定管理者
制度

公の施設の
見直し

外郭団体の
見直し

事務事業
の見直し

△ 9.3 △ 7.5 △ 7.5 △7.4

△ 0.8 △ 1.0 △ 0.7 △ 0.04

△6.8

△ 6.5

―

△ 0.3

―

―
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行革アドバイザー 

●県外 

氏
し

 名
めい

 職業・役職等 

井
い

手
で

 英
えい

策
さく

 

 

慶応義塾大学経済学部教授 

全国知事会地方税財政制度研究会委員 

総務省自治大学校講師 等 

 

諸富
もろとみ

 徹
とおる

 

京都大学大学院経済学研究科教授 

総務省地方法人課税のあり方等に関する検討会委員 

総務省基礎自治体による行政サービス提供に関する

研究会委員 等 

 

●県内 

氏
し

 名
めい

 職業・役職等 

金岡
かなおか

 克
かつ

己
き

 
一般社団法人富山県経営者協会会長 

株式会社インテック取締役会長 

菅
すが

野
の

 克
かつ

志
し

 
高岡ガス株式会社代表取締役社長 

末広開発株式会社代表取締役社長 

眞
ま

岸
ぎし

 潤
じゅん

子
こ

 射水市教育委員 
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